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電子記録の管理と保存
― 民間企業の事例分析 ―

江　藤　敦　美　

　社会がデジタルへの転換期を迎えている。働き方改革の追い風もあり、効率化の名のも
とデジタル・トランスフォーメーション（以下「ＤＸ」）は着実に人々の生活へ浸透して
きた。他方、2020年頭からCOVID–19が深刻な広がりをみせている。理想として掲げられ
たＤＸが一転、ウィルス感染予防対策の一環として喫緊の課題となったのである。またそ
の過程で大きく変容した生活様式の中で、企業は事業継続のためにCOVID–19以前ひいて
はより高い生産性確保を模索している状況である。
　前述の社会的背景を踏まえ、本稿では民間企業における記録管理実践の事例研究を行
う。今回は近年の時流を背景にデジタル分野に特化し分析・考察を行った。筆者の所属す
る（株）ＮＸワンビシアーカイブズにおけるグットプラクティスを整理した上で、コン
プライアンスが重視される近年の傾向より組織経営の最優先事項である「内部統制機能」、
短いスパンでの技術革新とデータマイニングを念頭に置いた「長期保存対応」、避けては
通れない自然災害等のリスク管理を想定した「ＢＣＭ対策」の着眼点で整理する。分析結
果を踏まえアナログの衰退とデジタル移行が組織の生産性にどのような意味をもたらす
のか掘り下げ、デジタライゼーション（＝攻めのデジタル化）実現への道と記録管理の展
望について述べる。

【要　旨】

【目　次】
はじめに―社会情勢が加速させるデジタル化の中で―
　（１）企業のＤＸに関する取り組みと現状
　（２）本稿の目的とアウトライン
１．電子記録管理と法整備
　（１）デジタル化と記録管理
　（２）電子帳簿保存法
　（３）個人情報保護法
２．企業の電子記録管理事例
　（１）Ａ社の電子記録管理事例
　（２）Ｂ社の電子記録管理事例
　（３）Ｃ社の電子記録管理事例
　（４）事例比較とまとめ
３．事例分析と考察



国文学研究資料館紀要　アーカイブズ研究篇　第19号（通巻第54号）（2023）

―　　―64

はじめに―社会情勢が加速させるデジタル化の中で―

　デジタル化が急速に進んでいる。昨今効率化の名のもとにデジタル・トランスフォーメーショ
ン（以下「ＤＸ」）は徐々に社会に浸透してきた。令和３年（2021）のデジタル改革関連法案
の可決、デジタル庁発足1）に分かるように、IT技術を用いた業務変革は国を挙げて取り組むべ
き課題として広く認知されるようになったのである。現在進行形で各種法整備も進んでおり、
デジタル活用の気運は着実に盛り上がりをみせている。
　前向きな動向がある一方、令和２年（2020）頭からCOVID–19の感染拡大が甚しい。新たな
感染症の脅威は人々の生活を蝕み、多くのかけがえのない命を奪った。２年経過した今もその
爆発的流行は収束の目処が立っていない。抜き差しならない社会情勢において、あらゆる組織
で感染・予防対策が最優先事項となった。中でも民間企業（以下「企業」）は「生産性の確保」
という大きな壁と対峙することになる。人々の行動が制限され満足にコミュニケーションが取
れない状況下で、事業存続をかけCOVID–19以前と変わらぬ品質のサービスをいかにして提供
できるか試されることになったのである。
　ではいかにすれば企業は生産性を確保できるのか。業務レベルで現状維持もしくはそれ以上
の生産性を目指すとき、２つの方法が考えられる。「既存業務の無駄をなくし効率を上げる」、
または「既存の業務フローを刷新する」ことだ。一般財団法人日本情報経済社会推進協会（以
下「JIPDEC」）が公表する松下尚史氏のレポート『情報化投資と労働生産性』2）では、JEITA/
IDC Japan『2020年日米企業ＤＸに関する調査』3）結果をもとにアメリカとの比較で日本のIT投
資傾向について以下のように述べている。

　アメリカは「市場の分析強化」「市場や顧客の変化への迅速な対応」「ITを活用したビ
ジネスモデルの変革」などが主なIT予算の用途となっています。他方、日本は「働き方
改革の実践のため「ITによる業務効率化／コスト削減」「未IT化業務プロセスのIT化のた
め」などが主なIT予算の用途となっています。一般的に、守りのデジタル化（デジタイゼー

1 ）2021年５月19日に可決されたデジタル改革関連法案には、デジタル化社会の実情に合わせ個人情
報保護法・マイナンバー保護法を始めとする各種法律の改正が盛り込まれた。また同年９月１日
のデジタル庁新設も決まった。

2 ）松下尚史『JIPDEC電子情報利活用研究部レポート（2022年度）シリーズ「情報経済社会を考える」
情報化投資と労働生産性』（一般財団法人日本情報経済社会推進協会、2022年７月、p.4）。

3 ）一般社団法人電子情報技術産業協会『プレスリリース　JEITA、日米企業のＤＸに関する調査結
果を発表』（2021年）。

　（１）大項目①「内部統制機能」
　（２）大項目②「長期保存対応」
　（３）大項目③「ＢＣＭ対策」
　（４）事例分析の小括
おわりに－攻めの情報管理を考える－
　（１）企業の事例分析における課題
　（２）今後の展望
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ション）はアナログで行ってきた業務のデジタル化、攻めのデジタル化（デジタライゼー
ション）は業務フロー全体のデジタル化、そして、ＤＸは企業のビジネス全体のデジタル
化と言われており、ＤＸについては「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データ
とデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデ
ルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競
争上の優位性を確立すること4）」と定義されています。このような整理を踏まえると、ア
メリカのIT投資は攻めのデジタル化（デジタライゼーション）、ＤＸのための投資であり、
日本のIT投資は守りのデジタル化（デジタイゼーション）のための投資と言えます。

　つまり現在の日本の企業では守りとされる内部的かつピンポイントでのデジタル化が多数
で、結果的に顧客サービスやソリューション提案へ還元できていないといえる。組織の規模や
予算との兼ね合いもあり切り口によっては段階的なデジタイゼーションが効果的な場合もあ
る。しかし想像もできない速さでデジタルの波が押し寄せる時代においては、目先の改善活動
に固執している時間はない。スピーディーに「既存の業務フローを刷新する」ことで、生産性
を守るための攻めに転じられるかどうかが企業の経営課題となっているのである。

（１）企業のＤＸに関する取り組みと現状
　では実務レベルでのＤＸの現状はどうか。JIPDEC「IT-Report 2022 Spring」5）では今回新た
な調査項目として「ＤＸ推進状況」が加わった。集計データからは日本企業の６割がＤＸに取
り組んでいることが明らかになった。また他方では、いわずと知れた経産省の指摘する「2025
年の崖」6）も現実味を帯びてきている。21世紀も四半世紀を迎えつつある今、社会全体のアナ
ログ脱却と業務変革が避けられない壁となって目前に迫ってきているのである。
　ここで業務変革の分かりやすい指標として「働き方改革」に注目してみたい。経産省が公
表する「出勤者の削減に関する実施状況」7）では、令和４年（2022）７月19日時点で1,046社
が従来の出勤することを前提とした働き方を変える取り組みを行っており、その業種はメー
カー・金融・学校法人等と多岐に渡る。また前述JIPDECの令和３年（2021）版レポートでは
調査項目「働き方（ワークスタイル）改革に伴うITシステムの導入が行われている」では、
COVID–19流行前の令和２年（2020）年度は実施中が全体の３割に満たなかったが、2021年度
には４割を超えている8）。企業によっては業務のデジタル化の構想すらなかった状況から、急
ピッチでIT導入を推し進めたケースも想像に易い。また感染対策として接触を極力避けるた
めに、Web会議需要も一気に高まった。物理的移動の負担軽減という目先のメリットだけで
はなく、取引先とのパイプラインとしてITツールが一役買ったのである。しかし社内及びテ

4 ）経済産業省『デジタルトランスフォーメーションを推進するためのガイドライン（ＤＸ推進ガイ
ドライン）Ver.1.0』（2018年、p.2）。

5 ）一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）『IT-Report 2022 Spring』「7-6．デジタルト
ランスフォーメーション（ＤＸ）の推進状況」（2022年５月、p.31）。

6 ）経済産業省『ＤＸレポート～ ITシステム「2025年の崖」の克服とＤＸの本格的な展開～』（2018
年、56p）。

7 ）経済産業省「出勤者の削減に関する実施状況の公表・登録」（2022年８月）。
8 ）一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEＣ）『IT-Report 2021 Spring』「図１．働き方改

革への取組み状況（2017、2020、2021年調査比較）」（2021年５月、p.2）。
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レワークのためのITインフラ整備には備品購入〜制度の見直し/策定まで多岐にわたって費用
と労力が発生し、会社組織は大きな負担を強いられることとなった。時勢柄半ば強制的にＤＸ
は展開したものの、影響範囲を考えるとデジタル化に踏み出せない業務への対応やITスキル
格差といった問題も含め、デジタルを主流とした働き方が定着するために議論すべきことは山
積している。

（２）本稿の目的とアウトライン
　そこで文書・記録の保管管理受託によりデータ・ソリューションサービスを提案する一営業
の立場から、電子記録管理のグットプラクティスを３つの着眼点から分析・類型化し課題を明
らかにした上で、文書管理を起点にいかにして持続可能なＤＸを実現できるのかを模索する。
ＤＸの波を上手く活かして会社組織を発展させる方針を提案することで、デジタライゼーショ
ン（＝攻めのデジタル化）の実現による企業の生産性向上に貢献することを目的としている。
　節立ては５部構成とする。まず序節で本研究テーマである「企業と電子記録管理」を執筆す
るに至った経緯を社会的な背景をもとに説明した。続く第２節「電子記録管理と法整備」では
初めに企業の「攻め」ポジションである営業の立ち位置から実務に関与する法律・ガイドライ
ン等を確認する。加えて業務に付随して発生する文書のデジタル運用で必ず押さえるべき２つ
の法律の輪郭と近く行われた改正について言及する。本題となる第３節ではＮＸワンビシアー
カイブズのセンター（以下「センター」）での事例を３つ紹介する。対象はメーカーと金融で、
電子データを利用した運用が主流となる時代のグットプラクティスの特徴を明確にする。続く
第４節「事例分析の考察」では、前節で整理したグットプラクティスにおけるポイントをもと
に事例分析し、３つのパターンに類型化する。属性の設定項目を大項目・小項目とし、それら
の項目について説明する。また小括として今後の可能性を探る。
　手法としては、事例パターンを類型化し大分類から落とし込んだ実務レベルの小分類により
分析・考察する。事例分析での小括では企業におけるデジタイゼーション（＝守りのデジタル
化）の実情と課題を明らかにする。そして拙稿の終着点としてはベストプラクティスへの提言
と今後の展望について言及する。終節では、事例分析を踏まえ企業の生産性は、デジタライゼー
ション（＝攻めのデジタル化）を念頭に考察する。また拙稿で網羅しきれなかった今後の課題
を列挙した上で、総括としてデジタル社会における企業とアーカイブズの可能性に触れる。

１．電子記録管理と法整備

　ＤＸ実現にはデジタライゼーション（＝攻めのデジタル化）が必要不可欠である。業務を抜
本的に改善するときにデジタル変換と効率化が成立するからだ。それと同時に意識すべきは企
業における「攻め」、つまりは営業活動である。僭越ではあるが筆者の金融担当営業という立
場から、まず実際の営業活動で役に立つ法律・ガイドライン等について以下整理した。
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表１　営業活動で役に立つ法律・ガイドライン・規格

種類 通称（※１） 概要 最終更新年
法律 会社法 会社の設立、組織、運営及び管理を定める。 令和４年

（2022）
個人情報保護法 個人情報の取り扱いについて定める。 令和４年

（2022）
不正競争防止法 公正な競争のためのルールを定める。 令和４年

（2022）
電子帳簿保存法 税法の特例法。帳簿・書類の電子保存について

定める。
令和３年
（2021）

指針・ガ
イドライ
ン

経済産業省『営業秘密管理指針』 不正競争防止法に則った基本的な対策方針。 平成31年
（2019）

経済産業省『秘密情報の保護ハンドブック〜企
業価値向上に向けて〜』

営業秘密の情報漏えい防止の対策例をまとめた
手引き。

令和４年
（2022）

個人情報保護委員会『個人情報の保護に関する
基本方針』

個人情報保護に関する施策の全体方針。 令和４年
（2022）

個人情報保護委員会『個人情報の保護に関する
法律についてのガイドライン（通則編）』

事業者向けの個人情報保護に資する指針。 令和４年
（2021）

規格・認
証

ISO 15489-1:2016情報及びドキュメンテーショ
ン－記録マネジメント－第１部：概念及び原理

記録の作成、捕捉及び管理のための国際標準（※
２）。

平成28年
（2016）

JIS X 0902-1:2019情報及びドキュメンテーショ
ン－記録マネジメント－第１部：概念及び原理

ISO 15489-1:2016に準拠する日本規格。 平成31年
（2019）

ISO 9001:2015品質マネジメントシステム－要
求事項

品質マネジメントシステムの認証規格。 平成27年
（2015）

ISO/IEC 27001:2013情報技術－セキュリティ技
術－情報セキュリティマネジメントシステム－
要求事項

情報マネジメントシステムの認証規格。 平成25年
（2013）

ISO/IEC 27017:2015情報技術－セキュリティ技
術－ISO/IEC27002に基づくクラウドサービス
のための情報セキュリティ管理策の実践の規範

クラウドサービスセキュリティの認証規格。 平成27年
（2015）

JIS Q 15001:2017個人情報保護マネジメントシ
ステム―要求事項

プライバシーマークの認証規格。 平成29年
（2017）

※1：表記の関係上、正式名称を割愛とする。
※2：『JIS X 0902-1：2019（ISO 15489-1：2016）』序文を参考に記載。認証系規格とは異なる。

　上記でも特に、組織で働く上で必要なスキル「顧客対応業務」において必ず押さえるべき２
つの法律の動向を押さえる。

（１）デジタル化と記録管理
　令和３年（2021）５月12日、デジタル改革関連法案が国会で可決された9）。同年９月１日に
はデジタル庁が発足し、いよいよ日本社会における本格的なデジタル移行の口火が切られたの
である。ではどういった変遷からアナログを脱却しデジタルへ舵を切るに至ったのだろうか。
分かりやすい例として、どの組織においても発生する文書管理という観点から捉えてみたい。
なお用語の定義10）だが「文書（document）」は「１つの単位として取り扱われる記録化された
情報、または対象」とし、「記録（records）」は「法的な義務の履行、あるいは業務処理にお
ける証拠および情報として組織または個人によって作成、取得され、維持される情報」とし、

9 ）2021年５月19日に可決されたデジタル改革関連法案（国会会議『第204回国会参議院本会議第21
号（令和３年５月12日）』（2021年５月、国立国会図書館「国会会議録検索システム」参照）には、
デジタル化社会の実情に合わせ個人情報保護法・マイナンバー保護法をはじめとする各種法律の
改正が盛り込まれた。また同年９月１日のデジタル庁新設も決まった。

10）�小谷允志「記録管理の新潮流記録管理の国際標準ISO 15489」（科学技術振興機構『情報管理』48、
2005年８月、p.277）。
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前提として広義の「文書」は「記録」を包括するものとする。この後の節で２つの用語が混在
するが、引用文献の表現そのままで反映しているため該当箇所の整合についてはご容赦いただ
きたい。
　さて、西川康男氏（2011）は「電子記録の利活用・保存を図るためには、電子記録のライフ
サイクル全般にわたる技術＋マネジメントが重要だ」とし、以下のように指摘している11）。

　マネジメントとは、目的に対し仕組みを作り、目標を達成することであり、今やほとん
どの文書が電子で生成されている現在、電子記録マネジメントの構築は喫緊の課題となっ
た。

　つまりシステムやITツール導入だけでは不十分なため、技術ではカバーしきれない部分を
運用でフォローする仕組みの検討が求められているのである。その打開案の１つとして、法律
という根拠をもとに運用ルールを作成することが有用であると考えられる。関連して特に配慮
が必要かつ2021年度に大きな改正が行われた「電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書
類の保存方法等の特例に関する法律（以下「電子帳簿保存法」）」、令和４年（2022）度に施行
された改正「個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報保護法」）」の２つにフォーカスし、
背景となる法整備として言及する。ただし本稿と関連の深い電子帳簿保存法を重点的に押さえ、
個人情報保護法についてはその制定の目的と動向について簡単に触れるものとする。

（２）電子帳簿保存法
　「電子帳簿保存法」とは、電子管理に特化した税法の特例法である。電子文書の保存におけ
る大きな括りだと「民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する
法律（以下「e-文書法」）」があるが、税法に係る部分は電子帳簿保存法の適用となる。「納税
者の国税関係書類の保存に係る負担等の軽減12）」を目的に平成10年（1998）に施行された。対
象は国税関係の帳簿・書類であり、保存方法やデータの性質により細かく施行規則が定められ
ている。平成17年（2005）にはスキャナ保存制度が導入され、申請要件をクリアし所轄税務署
長の承認を受ければスキャンPDFを原本とみなすことが可能となった。しかし実際、厳格な
スキャナ保存要件のハードルは高く承認件数は伸び悩んだ。そこで平成27年（2015）の改正を
皮切りに、続く平成28年（2016）の「平成28年度税制改正大綱」ではスキャナ保存関連の規制
緩和が行われたのである。改正のポイントとしては、スキャナ保存に使用する入力装置が原稿
台と別々にあることが認められ、スマートフォンやデジタルカメラを使用しスキャンPDF生
成可能となった点が挙げられる。その効果は顕著に出ており、スキャナ保存承認件数は平成27
年（2015）が380件、平成28年（2016）には1,050件と短期間で３倍近く増加した13）。
　そして令和３年（2021）、満を持して令和３年の大改正が施行された。令和３年（2021）６
月１日に「経済財政運営と改革の基本方針2021」が閣議決定され、ポストCOVID-19の経済復

11）�西川康男「電子記録マネジメント基盤の確立を目指して：「電子記録マネジメントコンソーシアム
の設立」とアプローチ」（記録管理学会『レコード・マネジメント』60、2011年１月、pp.79、l.1-2）。

12）�SKJコンサルティング合同会社編、袖山喜久造監修『詳説　電子帳簿保存法　実務のポイント』（税
務研究会出版局、2020年９月、p.1）。

13）�国税庁「電子帳簿保存法に基づく電磁的記録による保存等の承認状況」（『令和元年度統計年報（修
正版）』、2021年10月、p.2）。
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興に向けた取り組みにデジタル活用の施策も打ち出された14）。同月11日には国税庁により「税
務行政のデジタル・トランスフォーメーション―税務行政の将来像2.0―」の発表があり、令
和３年度税制改正を起点に中長期的なＤＸ推進の方針が明らかになった15）。令和３年の改正内
容は、「（ア）電子帳簿保存」「（イ）スキャナ保存」「（ウ）電子取引」に関する大幅な規制緩
和である。（ア）（イ）に共通するのが所轄税務署長の承認制度廃止であり、（ア）については
優良な電子帳簿に係るインセンティブとして過少申告加算税の５％の軽減措置が整備されたこ
と、電子保存可能な帳簿の拡大がポイントである。（イ）については、適正事務処理要件は廃
止されたものの、スキャナ保存された電磁的記録に関連した不正があった場合10%の重加算税
措置がペナルティとして加えられた。（ウ）ではタイムスタンプと検索要件の緩和および取引
情報の紙出力原則禁止が決まり（イ）と同様、不適切な管理による申告漏れがあった場合は
10%の重加算税措置が取られることになる。当初はすべて令和４年（2022）１月１日が適用基
準日であったが、（ウ）の取引情報の原形（デジタル）保存については施行直前に２年の宥恕
が認められ完全履行は令和５年（2024）１月開始へ後ろ倒しとなった16）。

（３）個人情報保護法
　一方、後者の「個人情報保護法」は、「個人情報の適正かつ効果的な活用が新たな産業の創
出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資するものであることその他の個人情
報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護する」を目的とし17）、平成15年（2003）に制
定された。個人情報保護委員会が公表している法整備の経緯18）としては、平成17年（2005）に
全面施行され、特に平成25年（2013）以降は日々高度化する情報社会に対応する形でアップ
デートが盛んに行われている。現に平成29年（2017）の改正内容には３年に一度改正する方針
が盛り込まれ、社会情勢に即した法律適用のための定期的な見直し制度も設置された19）。法で
締め付けを強めることで情報漏洩やプライバシーの権利侵害のリスクから個々人を守るだけで
なく、そのデータを利活用して社会還元するところまで目指されている。
　最近では令和２年（2020）に改正が行われた。概要としては漏えい等報告・本人通知の義務
化を始め第三者提供時の本人同意義務化、また仮名加工情報の利用緩和、越境移転に関する運
用整備についての４点が変更となる20）。続く令和３年（2021）には、本節冒頭のデジタル社会
形成整備法に含まれる施策の一環として個人情報保護制度見直し21）があり、各種専門分野にお
ける規制の統一やGDPR対応を目指した義務別例外規定の精緻化、自治体での匿名加工情報の
規律明確化等進められる方針が打ち出された。そして令和３年度（2021）のトピックとなった

14）�国税庁『税務行政のデジタル・トランスフォーメーション―税務行政の将来像2.0―』（2021年６月、
p.14）。

15）�内閣府『経済財政運営と改革の基本方針2021日本の未来を拓く４つの原動力～グリーン、デジタル、
活力ある地方創り、少子化対策～』（2021年６月、p.36）。

16）�財務省『令和４年度税制改正の大綱』（2021年12月、p.76）。
17）�個人情報保護委員会『個人情報の保護に関する基本方針』（2018年６月、p.1）。
18）�個人情報保護委員会『個人情報保護法の成立及び改正に関する主な経緯』（2017年５月、pp.1-3）。
19）�法律『個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）』（2020年12月12日改正、附則

第12条）。
20）�個人情報保護委員会『令和２年改正個人情報保護法政令・規則の概要』（2021年３月、p.1）。
21）�個人情報保護委員会『個人情報保護制度見直しの全体像』（2021年５月、p.1-3）。
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のは「個人情報保護法」「行政機関個人情報保護」「独立行政法人等個人情報保護法」の３つの
法律の一本化である。地方公共団体における全国的な共通ルールの規定と、個人情報保護委員
会に全体の所管を集約することも明らかにされている。個人情報保護法とその運用では統合化
や集中管理の方向性が揺るぎないものとなってきているが、画一ルール化の有意義性への懐疑、
個人情報保護法衰退の可能性も指摘されており22）今後も法改正の動向を注視していく必要があ
る。

２．企業の電子記録管理事例

　前２節ではデジタル化の煽りを真っ向から受けている２つの法律を主に追ってきたが、実際
には企業において業務上どのようにデジタルが取り入れられているのか。業務工程で必ず発生
する書類とその電子管理に着目し、本節では筆者が所属する（株）ＮＸワンビシアーカイブズ

（以下「ＮＸワンビシ社」）における３社の受託案件をグッドプラクティスとして紹介する。な
お全て令和４年（2022）７月時点における情報に基づき記述している旨、予めご了承いただき
たい。

（１）Ａ社の電子記録管理事例
　まず１件目、日系企業の製造Ａ社の事例である。ＮＸワンビシ社は紙書類の保管と機密抹消
を受託している。今回対象の総務部は在籍者数３−５名（管理職を含む）の小規模な組織であ
り、電子データの管理には共有フォルダを利用している。通常Microsoft OfficeのExcel等から
ボーンデジタルを作成するが、目的や捺印・手書きメモの有無によって紙を原本として保管し
閲覧する運用を行っている。基本的に紙に出力して業務上利用し不要な場合は廃棄、手元に残
したい場合は個人もしくは共有のキャビネットに保管している。このほか、紙原本として管理
が必要な場合は一定期間総務部の執務室で保管した後、Ａ社側で設けたルールに従い外部保管
する等運用管理を行っている。文書を共有フォルダに電子保存したい場合は、各自社内の複合
機でスキャンPDFを生成している。電子データの保存先となる共有フォルダはその運用ルー
ルを策定しており、定期的な棚卸しと不要なデータの削除を行っている。
　Ａ社事例の注目すべき点としては、共有フォルダの整理と運用ルールの策定に外部の知見を
取り入れたことである。Ａ社の一部紙書類の保管を受託していたＮＸワンビシ社がコンサル
ティング提案をし、試行的に総務部が選出された。その背景としてはＡ社側での大規模な社内
システム移行があり、共有フォルダ内で手付かずになっていた不要なファイルを一掃し、新た
な運用ルールのもと再スタートを図ることを目指した。コンサルティングの目的については、
共有フォルダ内検索性の向上による業務の効率化と、データ削減によりサーバの負担を低減す
ることの２点が挙げられる。第一フェーズで共有フォルダに格納されたファイルを階層別に分
析し、総務部の職務分掌の関連資料やヒアリングをもとに現状と課題を洗い出した。次フェー
ズでは作成ファイルの主題に基づく分類と新フォルダ体系を定め、現行のフォルダからの移行

22）�西川康男「デジタル改革法案が、参議院本会議で可決・成立懸念される個人情報保護制度の見直し」
（ARMA東京支部『Records & information management journal』47、2021年６月、p.2）。
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手順も納品している。最後に総務部とのすり合わせ結果を反映した運用ルールを「電子文書運
用マニュアル」に落とし込み、約３か月かけて共有フォルダにおける電子記録管理体制を構築
した。運用マニュアルに記載された具体的な決め事としては、ファイルタイトルの統制やフォ
ルダ階層の数的基準、また定期的な見直しと不要ファイルの削除等がある。本事例は業種を問
わず展開できるシンプルかつ必要なポイントは押さえた運用である。また自前で無理にやりく
りせず専門の会社にコンサルティング業務を発注することで、必要最低限の労力で共有フォル
ダ整理プロジェクトを完結したという好例である。

（２）Ｂ社の電子記録管理事例
　次に２件目は日系企業の金融Ｂ社である。顧客指定の文書管理システムにて電子データを管
理している。対象となる文書は契約書であり、複数部署が閲覧する。特徴的なのはスキャン
PDFを作成してからシステムにアップロードされるまでの仕組みである。Ｂ社目線だとスキャ
ン作業と紙原本保管を外部委託しており、外部委託先であるＮＸワンビシ社に紙原本を送れば
スキャンPDFが自動アップロードされシステム上で閲覧可能となる。Ｂ社が利用する文書管
理システムの専用線をセンターまで引き込んでいるため、セキュアな環境下で文書管理体制を
実現できる。なお顧客指定のシステムをセンターに持ち込んで専用ネットワークを引き文書管
理を行う契約もある。その場合ＮＸワンビシ社は場所と人手を提供する遠隔オンサイトともい
えるサービスを提供しており、実際の利用事例も複数ある。
　電子記録管理における原本性担保の手段としては、スキャン作業工程から説明する。工程は

「［１］授受確認作業」「［２］スキャン作業」「［３］照合作業」の３つに分かれており、まず［１］
ではＢ社がセンターに送った紙契約書原本（以下「原本」）の、１件単位で付与されたQRコー
ド情報を読み取りデータ（以下「授受データ」）を作成する。事前にＢ社より受領した予定デー
タと授受データを照合し、センターに届いた原本が予定通りのものであるか確認する。ここで
予定データにない原本の送付や逆に授受データのみあり原本未送付であると分かるため、Ｂ
社は一定の期間内に重要な原本がきちんと存在するかシステマティックなチェック機能運用を
実践することができる。そして［２］ではスキャン作業者が、原本の汚れや破損を発見した場
合速やかにＣ社へ連携を図る。そのため紙の原本に対する措置を検討するタイミングが創出さ
れる。措置自体はＣ社の方針に則り執り行う。そして［３］ではスキャンし生成したPDFを、
照合ツールを用いて精査する。スキャンPDFの品質に問題がある場合はここで検知されるた
め、その都度個別対応を行う。［１］〜［３］の綿密なリスク管理設計により、顧客は安心し
て記録の電子保存を委託先企業とそのシステムに委ねることが可能となる。
　この事例が他事例と差別化できる大きなポイントは、Ｂ社が外部委託を自社機能の一部とし
て活用していることだ。スキャン作業工程に、原本に関するリスク対策が機械的に組み込まれ
ていることは上記示した通りとなる。また対価に直結しない業務、例えば文書管理のような各
担当者のメイン業務に付帯するワンクッション作業は意外と手間と時間がかかり、積み上がる
と力点を置きたい業務遂行に支障を与えかねない。切り出せる業務は専門会社に任せることで、
担当者が本業に集中でき生産性が上がるだけでなくまた紙文書の発送・受領・保存のためのス
キャン作業のために出社する必要もなくなり働き方改革にも貢献できる。総じてシステムの専
用回線利用によるセキュリティ強化、紙原本の管理の徹底、スキャン作業の外注という選択と
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集中による業務効率化とテレワーク促進、といったいくつもの側面からメリットが顕著な事例
である。

（３）Ｃ社の電子記録管理事例
　最後に３件目は外資企業の金融Ｃ社の事例となる。ＮＸワンビシ社の提供するオンデマンド
配信サービス「Papion（パピオン）」（以下「Papion」）を経理部門が利用し、領収書等経理帳
票のスキャンPDFを保存している。業務支援という位置付けでＮＸワンビシ社が受託してか
ら既に10年が経過しており、Ｃ社から送られてくる紙文書をセンターでスキャンしPapionに
アップロードするという一連の工程を担っている。本案件開始の主立った背景としては、Ｃ社
の事務センター移転が挙げられる。業務工程の位置付けとしては、Ｃ社社員の経費精算依頼と
証跡となる経理帳票の照合作業となる。事務拠点変更に伴い、効率化・簡便化を目的に業務フ
ローの見直しを行った。改善後はPapionに登録することでユーザは場所を選ばずスキャンし
た領収書PDFを自由に閲覧でき、原本が手元になくとも経理帳票との突き合わせが可能となっ
た。万が一スキャンPDFに不備があった場合は、Ｃ社とＮＸワンビシ社とで結んだ仕様に則
り再度スキャンPDFが生成される。
　本事例は発想の転換によるシステム活用と、その運用方法という二側面から特色に言及でき
る。まず前者については、本来文書管理を目的としたシステムを業務システムに置き換えて利
用していることである。顧客によっては文書管理システムと業務システムを双方用意し、シス
テム間で連携させる運用を行なっている例もある。システムを一本化するメリットとしては、
社内のシステム管理者としては簡単な計算だと工数を半減させることができる。システムの開
発・保守には規模にもよるが数百万円単位の費用の発生が一般的なため、今後進ますます進展
が予想されるシステム化を配慮すれば全社的なコスト削減の観点からも非常に有用である。ま
たシステムユーザーである社員からしても、PW管理や複数のインターフェイス対応に時間を
割く羽目になり社内システムの乱立は負担感が大きいことが想定される。そこで電子文書の保
存先でもありかつ業務工程の一介を担うようなシステム運用の成立は企業にとって大きな利益
になるといっても過言ではない。
　運用面では業務システムとして機能するためのPapionの細かい仕様に着目したい。文書１件
単位の管理の徹底を用途としたPapionの、検索機能が鍵となる。経理業務担当者が処理すべき
精算依頼が容易に分かるような仕組みが検索項目とステータス管理によって実現されている。
仕組み自体も複雑なものではないため、運用の流れを理解すれば経理作業担当者がすぐに着手
することが可能である。なおスキャン前後の作業とスキャンPDFのデータ作成もＣ社はＮＸ
ワンビシ社へ委託している。原本１件単位で頭紙を差し込む前処理作業から委託することでＣ
社側が経理帳票を受領次第すぐにセンターへ送付でき、かつ物理的な１件の区切りが明確とな
り管理の品質が向上する。またＣ社はスキャンする経理帳票内容を管理項目に従ってデータ起
こしする作業も委託することで、合理的な役割分担を実践している。スキャン作業終了後に一
定のルールに基づいて箱詰めがなされ、通常の執務室で行う場合発生する属人的な管理では対
応し切れないという課題を解消できる。以上により３点目の事例は構想時点で実務の細部に至
るまで構想段階で徹底的に設計され、作業者等外的要因に左右されず利便性の高い運用を実現
している好例となる。
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（４）事例比較とまとめ
　これまで述べてきたグットプラクティスを整理すると以下の通りとなる。

表２　事例一覧表

属性 日系企業　メーカーＡ社 日系企業　金融Ｂ社 外資企業　金融Ｃ社
事例名 電子文書の共有フォルダ管理（コン

サルティング外注）
紙原本の電子化とシステム管理 文書管理システムの業務システム利

用
概要 ・紙書類の保管と機密抹消を委託中

という背景があり、本件電子文書
管理のコンサルティングをＮＸワ
ンビシ社へ外注

・電子文書管理には特にシステムを
利用せず共有フォルダ格納

・コンサルティングの目的：共有フォ
ルダ内検索性の向上による業務の
効率化、データ容量の削減による
サーバの負担低減

・コンサルティング内容：①共有フォ
ルダのファイル階層別に分析しヒ
アリングをもとに現状と課題を洗
い出し

②作成ファイルの主題に基づく分類
と新フォルダ体系決定

③運用ルールの策定と電子文書運用
マニュアルの作成→約３ヶ月かけ
て共有フォルダの電子文書管理体
制を構築し運用マニュアル記載内
容例としては、ファイルタイトル
統制やフォルダ階層の数的基準等
挙げられる

・電子化と紙原本保管をＮＸワンビ
シ社に委託しており、紙原本を預
ければスキャンPDFが自動アップ
ロードされシステム上で閲覧可

・B社指定の文書管理システムをセ
ンターに持ち込み専用のネット
ワークをB社拠点と接続

・委託の目的：業務の効率化、セキュ
リティの強化

・電子化工程におけるリスク管理ポ
イント：

①委託先での原本受領チェック
→授受時の原本・予定と実績データ

突合により一定期間内に原本がき
ちんと存在するか工程としてシス
テマティックな実践可

②電子化データの精査
→生成したPDFを照合ツールを用い

て精査し、品質に問題がある場合
はここで検知され都度個別対応実
施 

・電子化と紙原本保管をＮＸワンビ
シ社に委託しており、紙原本を預
ければスキャンPDFが自動アップ
ロードされシステム上で閲覧可

・経理業務においてオンデマンド配
信サービス「Papion（パピオン）」
を海外拠点で利用

・委託の目的：業務の見直しと改善
による効率化

・業務システム利用を可能とするポ
イント：

①委託側と受託側の連携体制
→担当業務の役割分担を仕様で結び

双方遵守することで運用可となり
不測の事態も比較的対応し易い

②カスタマイズのシステム機能（フ
ラグ立てと検索結果表示）

→業務完了明細にフラグを立て検索
すれば自動的に次に処理すべき明
細が分かることで、実務経験を問
わずまた担当者の負担感なく業務
遂行可

特徴 外部の知見を活用 外部委託により主力業務へ注力でき
る環境の創出

文書管理と業務システムの一本化を
実現

課題 整理された共有フォルダ維持管理と
ルール徹底のための定期点検

運用構築における初期コストと労力
の負荷

設計段階での柔軟な発想とシステム
仕様設計の作り込み

　これらの特徴から簡単にベストプラクティスの要素に言及することで第３節のまとめとす
る。３社の共通点は、自社業務を切り出すことで主要業務以外に割くスペースや人的リソース
を最低限に留めている点である。その結果企業として注力したい営業活動等を増強することが
できるだけでなく、相乗効果として「攻めのデジタル化（＝デジタライゼーション）」、すなわ
ち実現の足掛かりができる。というのも外部への委託検討段階で要件定義で業務そのものを可
視化することで、無駄な工程は削減できるという相乗効果もある。同時にデジタル化を試みる
ことも可能だ。今後ベストプラクティス研究においては「外部委託の可否」をキーワードに実
践事例を検証することとする。

３．事例分析と考察

　前節を踏まえ、各事例における電子記録の保存方法をもとに３つのパターン「（a）共有フォ
ルダ管理」「（b）文書管理システム管理」「（c）業務システム管理」に類型化し以下表にまとめた。



国文学研究資料館紀要　アーカイブズ研究篇　第19号（通巻第54号）（2023）

―　　―74

表３　分析結果比較表

管理パターン
（a）共有フォルダ管理 （b）文書管理システム管理 （c）業務システム（※1）管理

対象データ スキャンPDF、
ボーンデジタル スキャンPDF スキャンPDF大項目 小項目

内部統制機能 修正・削除履歴
の確認方法

修正可能。Officeのアプリ等
で作成する編集可能なファイ
ルデータの場合、旧バージョ
ンはOLDフォルダに格納し、
フォルダ階層を分けて最新版
が分かるように保管。ファイ
ルのプロパティ情報より編集
者と編集日時を確認可能。

原則修正不可。特にスキャン
作業を外部委託している場
合、一旦外部倉庫に出せば担
当者レベルの不正防止が可
能。

原則修正不可。ただし修正前
の文書情報を保持したまま新
規で修正後の文書情報を新規
で登録し、双方を紐づけるこ
とで修正前後の比較できる仕
組みでの運用等も設計によっ
ては可能。

承認フローの実
施

未実施。担当者レベルで自由
に

作業依頼の承認フローを実
施。

不正検知方法 確認者の手作業。 ログの履歴管理。
長期保存対応 電子データ作成

方法
紙原本のスキャンもしくは
PCでデータを社内で各自作
成の上共有フォルダに格納。

紙原本のスキャン。ただしス
キャン作業を外部委託してい
る、スキャンPDFがシステム
に自動アップロード。

バックアップ運
用

日次で共有フォルダのバック
アップを実施。自社のオンプ
レミスサーバに蓄積。

定期的な保存データのバック
アップを実施。契約により
バックアップの復旧対応可能
な期間等仕様を定めている。

Papionの場合、原則日次で保
存データのバックアップを実
施。契約によりバックアップ
の復旧対応可能な期間等仕様
を定めている。

電子データ移行
方法

OSアップデート時に仮想デ
スクトップの共有フォルダを
そのまま移行。

システム移行計画を策定し実
施。

システム移行計画を策定し実
施。

BCM対策 サーバの設置場
所

自社内のオンプレミスサー
バ。

国内にあるクラウドサーバ。 国内にあるクラウドサーバ。
バックアップ用のサーバーは
別拠点に用意。

復旧方法 共有フォルダに１日以上保存
していたファイルに限り、遡
及性が担保されるため復旧可
能。またＮＸワンビシ社に外
部保管している紙原本の場
合、データでの復旧が困難で
も紙原本を取り寄せ確認可能

（※2）。

バックアップ用のサーバから復旧。顧客が一時的に手元へ
取り寄せている場合を除くとスキャンPDF紙原本は全てＮ
Ｘワンビシ社で保管しているため、データでの復旧が困難
な場合は紙原本を取り寄せ確認可能（※2）。

緊急時の支援体
制

各社及びグループ会社の方針を適用。ＮＸワンビシ社側から提供できる支援としては、契
約時の取り決めによるが物資運搬や作業スペースの提供等状況に応じて臨機応変に対応す
ることを想定。

※1：「業務システム」とは業務工程の中で利用されるシステム。
※2：詳細は締結している仕様内容によって相違。

　電子記録管理の要件を「内部統制機能」「長期保存対応」「ＢＣＭ対策」として大項目に分類し、
運用面での具体的なイメージを促すため中・小項目を設定している。各項目の記述内容につい
ては、類型（Ａ）はＡ社事例といったように同一アルファベットで対応させ事例内容を根拠と
して提示している。設定項目に関して特筆すべき点としては、大項目の設定理由である。記録
管理の国際基準「ISO 15489-1:2016」（以下「ISO 15489」）における「真正性」「信頼性」「完全性」「利
用性」が証跡となる記録の性質として説明されており23）、特に電子記録の保存・管理において
は最初に議論される前提要件でもある。今回は大項目３つが並列となる構成とした上で、それ

23）�小谷允志「記録管理の新潮流記録管理の国際標準ISO 15489」（科学技術振興機構『情報管理』48、
2005年8月、pp.280–281）
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らの項目と各要素の実現は相関関係にあると判断し配下の中・小項目を設定した。各要素につ
いては今後本研究を継続する中で深掘りするという前置きのもと、事例パターンのポイント整
理と分析を進める。

（１）大項目①「内部統制機能」
　大項目としてはまず「内部統制機能」を設定した。目的は組織のコンプライアンスであり、
媒体を問わず記録保存の一丁目一番地であると考える。その根拠として、『レコード・マネジ
メント・ハンドブック」から引用したい24）。
　これまで、レコード・マネジメントの導入は、スペース・セービングとコスト削減の手段と
して推進されてきた。そしてこの理論は紙ベースでは今なお通用しており、レコードを効率的
に運用することで、収納コストが大幅に削減されることが提示されている。電子だけ、または
紙と併用の仕組みの中では、スペース・コストはさほど問題ではなく、レコード・マネジメン
トは業務遂行の向上のための証拠や情報を管理し、アカウンタビリティと法令遵守を支える必
要から、より効果的に推進し得るものである。
　電子記録が論点となる時点で文書・記録管理の最大の目的はコンプライアンスとなり得るの
である。コンプライアンスは企業という組織内外で実働が求められるものではあるが、ここで
はまず組織内の実務に焦点を合わせたい。ターゲットとなる内部コンプライアンスの代表、内
部統制については「組織における業務の適正性を確保するために体制及びシステムを構築す
ること」25）と定義することができる。業務の適正性は業務過程の中で発生する文書情報に依り、
内部統制を定着させるための中核は日々の文書管理にあるともいえるのである。今回小項目の
３つである「修正・削除履歴の確認方法」「承認フローの実施」「不正検知方法」については実
務上押さえるべき事項でありかつ課題洗い出しのための観点として提示する。
　　続いて各社事例の記述を確認する。傾向としてはやはりスキャン作業自体を外部委託して
いる（ｂ）（c）に共通する部分が多く、広く外部委託活用の考えが普及することで業務の効率
化だけでなく結果的に会社組織のコントロールが容易となることもいえる。第三者に見られる
かもしれないという緊張感が抑止力になり自然に不正がなくなっていくことも期待できるので
ある。文書管理においてはその重要性の認知に個人差があるため、物理的な運用構築によって
各社内組織単位で文書管理が徹底される効果も見込める。一見「修正・削除履歴の確認方法」
は他小項目と比較すると内部統制機能との関与が希薄だが、有事にまず確認すべき事項として
挙げている。差異はあるが顧客からの問い合わせも有事に含まれ、きちんとどのようなログが
残っているのか、そしてそのログは信用に値するものなのかということははっきりさせておく
必要がある。例えばシステムでスキャンPDFを保存する場合、一度システムにアップロード
されたものは当然その文書内容を変更できない。しかし不測の事態や契約更新により内容を修
正したものが最新版となった場合、旧版と最新版の紐付け等運用で定めておかないと版管理が
徹底されず、電子データの検索時に正しい情報がわからず円滑な業務遂行の妨げとなる。その

24）�エリザベス・シェパードほか共著、森本祥子ほか編・訳、清原和之ほか訳『レコード・マネジメント・
ハンドブック：記録管理・アーカイブズ管理のための』（日外アソシエーツ、2016年６月、p.344）

25）�西川康男「コーポレートガバナンスにおける記録管理の重要性：ARMAの取り組みについて」
（ARMA東京支部『Records & information managment journal』35、2018年３月、p.52）
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ため「（c）業務システム管理」においては「修正前の文書情報を保持したまま新規で修正後の
文書情報を新規で登録し、双方を紐づけることで修正前後の比較できる仕組みでの運用等も設
計によっては可能」と但し書きしている。ワークフローシステムの利用が社会的に浸透し、承
認フローにおいては進捗まで確認できるようになった。またログの確認によって不正はすぐに
検知可能だが、そもそも予防網も広範囲に巡らされている。これまでに述べた内容をもとに、
まずは内部統制と文書管理の相関関係について行動主体となる実務担当者がきちんと理解し、
記録管理に関連する運用ルールを守るということが本項目分析の導く着地点とする。

（２）大項目②「長期保存対応」
　２点目の大項目「長期保存対応」は、短いスパンでの技術革新によるメディアの更新とその
対応を念頭に置き、その際確認が必要である部分を小項目に再現した。本来であればデータマ
イグレーションへの言及まで考慮されるべきだが、今回は初段階として「電子データ作成方法」

「バックアップ運用」「電子データ移行方法」というアーカイブの基盤となる観点を主眼とした。
本「長期保存」項目は表の記述を引用しつつ関連する技術にも言及しながら分析を進めたい。
はじめにくるのは「電子データ作成方法」だが、これは（a）（b）（c）ともに紙原本の場合は
スキャンしてPDFデータにする手順に大きな違いはない。しかし（a）についてはボーンデジ
タルも電子記録管理対象となるため、デジタル発生の性質を理解した上で長期保存方法を選択
する必要がある。現在電子記録の原本性担保には「タイムスタンプ」の付与が有力である。「タ
イムスタンプ」とは、電子ファイル内に記録されている時刻以前にその文書が存在し（存在証
明）、その時刻以降文書が改ざんされていないことを証明する（非改ざん証明）サービスであり、
電子ファイル内のハッシュ値というデータを利用することで成立する26）。電子記録の長期保存
において特に原本性の担保が難しいボーンデジタルについては、証跡としての管理が可能とな
る。文書のデジタル化が一般化し、紙出力の必要性も物理的な制約も失われつつあるが、その
原本性要件となると絶対はない。タイムスタンプにも発行業者や電子証明書の有無といった分
岐がありコストにもなるため、実務で扱う場合にはプライオリティに調査を重ねるに越したこ
とはない。一般的となりつつあるタイムスタンプ利用の動向を追いつつ、長期保存運用にどう
組み込むのか法律の側面も含め検討を重ねる必要がある。一方で電子記録のフォーマットその
ものではなく小項目「電子データ移行方法」とあるように、電子記録を取り巻く環境の転換期
にどういった点を配慮しながら進めるべきかという問題もある。基準となるのは法改正を含む
社会的な動向ではあるが、ＤＸや電子化のプロジェクトの遂行には組織の性質や方針を捉え一
人でも多くの社員が同意し進めることも欠かせない。技術的な面でいえばセンシティブなシス
テム環境における互換性をどう担保していくことができるのか、データ消滅のリスク回避に加
え常に意識しておかなければならない。前述の通り会社組織の情報資産をデジタル世界に継承
していくための懸念事項に触れたところで次の大項目に移る。

26）�公益社団法人日本文書情報マネジメント協会（JIIMA）『電子契約活用ガイドライン　Ver.2.0』（2021
年10月、p.23）。
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（３）大項目③「ＢＣＭ対策」
　最後の大項目「（c）ＢＣＭ対策」については、避けては通れない自然災害を主に想定したリ
スク管理の観点から設定した。「ＢＣＭ」とは「事業継続マネジメント」を指し、「BCP（事業
継続計画）策定や維持・更新、事業継続を実現するための予算・資源の確保、事前対策の実施、
取組を浸透させるための教育・訓練の実施、点検、継続的な改善などを行う平常時からのマネ
ジメント活動」と定義されている27）。今この時のCOVID-19蔓延状態という緊急事態に講じる
施策を視野に入れることも検討の余地がある。なお計画ありきの実践という切り口だと、現用
文書管理の教本ともいうべき『レコード・マネジメント・ハンドブック』にはBCP（事業継続
計画）の目的を「災害が起こる可能性を減少し、最悪の事態における業務の中断を最小限に抑
え、確実に業務を再開できるようにすることである」28）としており企業存続にはエッセンシャ
ルな要素でもあるといえる。
　殊に防災については、過去から学び未来に活かす責任がある。令和３年（2021）は、歴史に
残る甚大な被害をもたらした東日本大震災から10年の節目の年であった。大規模な被災は全日
本国民の人生を揺るがし、想像を絶する沢山の尊い命が犠牲となった。そしてその余波は現在
に至る。当時ＮＸワンビシ社内でも調査が行われ、地震の被害状況の記述を始め顧客向けに実
施したアンケート結果がレポートにまとめられた。本レポートの役割は２点ある。まず対外的
な営業活動ツールである。例えば「データセンターと組織拠点の同時被災とサーバの設置場
所」に言及したレポート内容はＢＣＭの論点として取り上げることができる。２点目は社内の
ナレッジマネジメントである。震災発生時はＮＸワンビシ社に在籍していなかった筆者が、本
論文執筆を目的とした社内調査時に「東北大震災調査レポート」を先輩社員から引き継がれた
ことは企業における情報資産の継承であると認識している。そこから拙稿の大項目設定につな
がった。
　前述に加え政府やPARBICA（国立公文書館訳）のガイドラインから総合的に判断し、大項
目「（c）ＢＣＭ対策」に紐付く小項目は「サーバの設置場所」「復旧方法」「緊急時の支援体制」
とした。詳細は表に示す通りであり、総じて社内においては緊急事態発生時のガイドラインや
全社方針を個々人にしっかり教育し、定期的に本番を想定した訓練を最初から最後まで通しで
行うことが効果的である。また対外的には外部の文書管理専門会社に事前にすり合わせを行う
ことで緊急事態対応の支援体制を確立し、社会全体でネットワークを敷いていくことが実質的
なＢＣＭにつながる。
　以上をもって、簡単ではあるが分析結果のまとめ整理とし、後に続く小括では分析における
課題を洗い出し考察する。

（４）事例分析の小括
　事例分析においては、分析項目を網羅できなかった点が課題として残った。現時点で踏み込
むに至らなかった重要な着眼点としては、文書（記録）管理に関する国際標準・規格、文書管

27）�内閣府防災担当『事業継続ガイドライン―あらゆる危機的事象を乗り越えるための戦略と対応―』
（2021年4月、p.4）。

28）�エリザベス・シェパードほか共著、森本祥子ほか編・訳、清原和之ほか訳『レコード・マネジメント・
ハンドブック：記録管理・アーカイブズ管理のための』（日外アソシエーツ、2016年6月、p.296）。
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理・業務システム比較、データのマイグレーションがある。これらは今後研究を継続する中で
明らかにしていきたい。
　本節のまとめとして、電子記録管理のベストプラクティス研究で念頭におくべき方針につい
て言及したい。それは時代の流れやユーザーの変更に影響を受けづらい緻密な業務設計と計画
的運用の実践である。組織改編や人事異動に加えシステム移行は避けて通れないため、できる
限り担当者の個性が出づらい電子記録管理の仕組みづくりが実用的である。

おわりに－攻めの情報管理を考える－

　今この時にもデジタル社会へのアップデートは進んでいる。デジタル庁が発表した『デジタ
ル社会の実現に向けた改革の基本方針（令和３年〈2021〉２月）』では、「デジタルの活用によ
り、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会」29）

とあり人々の生活への還元というビジョンありきで、手段としてデジタル改革が選ばれている
ことが分かる。会社組織というコミュニティ単位でも同様に、始まりは「生産性の向上」とい
う経営問題に拘るシビアな切り口であるかもしれない。それでも全ての社員が拘わり合い合意
形成するプロセスを経て「サービスの向上」と「働き手のための組織づくり」が同時に成立す
ることを、一会社員として切に願っている。
　本稿のまとめとしては、執筆する中で次々に浮き彫りになった課題を振り返り、ＤＸ時代の
企業において組織のアーカイブズ機能が発展していくための方法を探り、その中で実務と理論
の乖離をどう埋めていくか研究対象や人材育成にも触れながらこれからの展望について述べた
い。

（１）企業の事例分析における課題
　総括として、民間企業の電子記録管理を取り巻く現状と課題を述べる。現状としては、電子
記録管理の実践事例は徐々に増えつつある。ただ企業の実践を研究テーマとして扱う例は圧
倒的に少ない。今回３つの事例を分析の題材とし類型化を試みたが、筆者のサンプル収集が及
ばず傾向をみて踏み込んだ言及をするには至らなかった。しかし特にリテンションスケジュー
ル30）に基づくワンストップ運用が可能な点は自社ＮＸワンビシの強みでもある。例えば、お客
様書類の管理〜定期的な廃棄を実施している事例や、BtoC契約満了時に受託管理している契
約書をエンドユーザへ返送する事例もある。そういった背景からまさに今執筆しているこのタ
イミングを契機とし、企業の電子記録管理事例を広く社会へ提示し実務への還元を今後の目標
とする。第３節での残った課題と重複する部分となるが、国内外の認証規格等については網羅
的に分析項目を設定するまでには届かなかった。文書管理について定めた国際標準は「法的証

29）�デジタル・ガバメント閣僚会議『デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針』（2020年12月、p.2）。
30）�石原一則「記録の評価選別とレコード・スケジュール」日本アーカイブズ学会『アーカイブズ学

研究』13（2010年、pp.16-30）では「別名リテンション・スケジュール、ディスポーザル・スケジュー
ルあるいはディスポジッション・スケジュールとも呼ばれ、その主要な役割は記録の現用期間及
び半現用期間の設定と、現用期間及び半現用期間の変わり目において取るべき処理方法とをあら
かじめ定めておくこと」（pp.17,l.10−14）と説明されおり、本文では「文書の作成〜廃棄・保存の
スケジュール計画」と定義する。
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拠能力とコンプライアンス」「セキュリティ」「保存」「メディア変換」「情報検索」「品質保証」
と多岐にわたり31）、また令和３年（2021）には新たに「ISO 19475:2021（文書管理－文書の保
管に関する最低限の要求事項）」が発行された32）。また国際アーカイブズ評議会が定める『国
際標準：アーカイブズ記述の一般原則：ISAD（G）』についても、電子データ活用のためには
形式の統一によるデータ間の互換性や電子データを扱うシステムとの相性といった要素が必須
となるためピックアップし今後の課題リストに加えるものとする。本研究はオフィスでの実践
と業務分析を繰り返すことにより着実に研究結果が得られると考える。そこで今回論及できな
かったことが明らかな観点だけでなく潜在的な要素を日々掘り返し、これからのベストプラク
ティス研究に繋げたい。

（２）今後の展望
　最近のアーカイブズの定義では以下フランス文化遺産法典の表現が多く用いられる33）。

　日付、保存場所、形式および媒体を問わず、あらゆる自然法または法人により、および
公的または私的なあらゆる業務部門または機関により、その活動の実施において作成また
は受領された、データを含む文書の総体である。

　引用から分かるのは、アーカイブズは単独・断続的では成立せず、方法論であるがゆえに研
究対象の定義が難しいということだ。だからこそ、日本ではあまり一般的ではないものの専門
職の観点からもアーキビストの守備範囲を線引きすることも難しい。「アーキビストの前方進
出」34）というフレーズを耳にすることが増えたが、デジタル移行とともに価値の多様化する社
会で細分化・高度化する業務全てに対応していくのは非現実的である。ただ徐々に定着しつつ
あるのが、文書が発生した時点でその価値が決まるという「レコードキーピング」の理論であ
る。実績の積み上げと分析に設計時点で名実伴う計画の策定が可能になった。レコード・マネ
ジメントとは区別なく一気通貫で記録管理が行えるアーカイブズづくりが理想だ。今なお加速
し続けるデジタル化の波は企業の価値観を大いに変容させている。それは社会全体の業務のあ
り方にも通じる。
　特に筆者の担当する金融分野においては、「銀行法等の一部を改正する法律案」が令和３年

（2021）５月に可決しその年11月に施行された。業務範囲規制が見直されたことで、銀行が本
業以外に参入することが認められたのである35）。それは業種の垣根を超え違うフィールドの他
社と協同できる世の中の到来ともいえる。異業種間の切磋琢磨は今後のデジタイゼーション（＝

31）�エリザベス・シェパードほか共著、森本祥子ほか編・訳、清原和之ほか訳『レコード・マネジメント・
ハンドブック：記録管理・アーカイブズ管理のための』（日外アソシエーツ、2016年６月、p.55）。

32）�エリザベス・シェパードほか共著、森本祥子ほか編・訳、清原和之ほか訳『レコード・マネジメント・
ハンドブック：記録管理・アーカイブズ管理のための』（日外アソシエーツ、2016年６月、p.55）。

33）�ブリュノ・ガラン著、大沼太兵衛訳『アーカイヴズ記録の保存・管理の歴史と実践』（文庫クセジュ、
2021年２月、p.7,53。

34）�安藤福平「アーカイブズ業務と専門職―広島県立文書館20年の体験から―」日本アーカイブズ学
会『アーカイブズ学研究』12（2010年３月、p.49-60）他で明言されており、「現用段階から関与し
業務を理解した上で文書の評価選別・廃棄・保存を判断する」アーカイブズ専門職の新たな立ち
位置を指す。

35）�金融庁「新型コロナウイルス感染症等の影響による社会経済情勢の変化に対応して金融の機能の
強化及び安定の確保を図るための銀行法等の一部を改正する法律案説明資料」（2021年３月、p.3）。
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守りのデジタル化）からデジタライゼーション（＝攻めのデジタル化）へ方向転換する活路と
なる可能性が高い。
　ここで序節のレポートを振り返ってみる。前出のJIPDECレポートの著者は生産性の向上に
ついて以下のように結論づけている36）。

　雇用者の賃金上昇の為には、労働生産性の向上が必須と言われます。とするのであれば、
賃金の原資になる付加価値を向上させる必要があるはずです。これまでの情報化投資に見
られるような物的労働生産性の向上のためではなく、付加価値労働生産性を向上させるた
めの攻めのデジタル化（デジタライゼーション）を推進して１商品・サービスあたりの粗
利益を向上し、最終的には付加価値向上を実現するためのＤＸを実現していく必要がある
のではないでしょうか。

　筆者が営業活動の現場で感じるのは、目先のノルマを意識するあまり視野が狭まってしまう
ということである。部単位での数字目標・個人の評価といった見えているものに囚われ、カス
タマーサクセスに到達しない。しかし上記引用からも分かるように、現在あるデジタル化の潮
流を最大限に活かし企業として生産性を高めるために利益率を伸ばしていく方針も有益といえ
る。スピード感をもって市場に切り込んでいく気概を大切にしつつ、マルチステークホルダー
で足並みを揃え適切な利益率で案件を育てることもまた選択肢として必要であるとの考えを禁
じ得ない。
　では付加価値の創出においてアーキビストが果たせる役割は何だろうか。アーカイブズを学
んだ人材は保存が決まった文書の受け入れを行うという立場上、受け身となる場合が多い。し
かし現在資質の１つとして「前方進出」「川上進出」には、記録の作成段階から関与していく
姿勢が求められる。組織のミッションを問わずアーキビストが記録の価値を見極め活用方法を
工夫し、さらに手広く業務活動を行うことは比較的難題でもあるといえる。そういった状況も
ある中で、特に企業でアーカイブズの専門性を発揮するということは現実的であるのだろうか。
松崎裕子氏は企業組織のアーキビストに期待される技能について以下見解を示している37）。

　筆者が聞き取りを行ったほぼすべての企業関係者は「相当年限の会社（アーカイブズか
らみた場合の親組織）勤務によって得た社内事情、歴史、経営方針等に関する知識が企業
アーカイブズ担当者には絶対に必要である」という意見であった。その意味するところは、
アーカイブズ学に関する理論やアーカイブズ実務（記録資料の取り扱い）、実務に関わる
さまざまな技術に通じていても、会社での業務経験なしには企業アーカイブズの業務を遂
行することはできない、ということである。現状の就業慣行を前提とする限り、このよう
に考えるほかない、あるいは現状に引きつけすぎた議論という評価もありえよう。しかし、
今現在日本の企業アーカイブズの現場に関わる企業人の考えとして、この点を押さえてお
きたい。

　企業のアーキビストは、所属する会社がどういった歴史を重ね今の事業に至るのかを理解し
た上で集める資料や残す方法を模索すべきである、と言い換えることができる。そして事業継

36）�松下尚史『JIPDEC電子情報利活用研究部レポート（2022年度）シリーズ「情報経済社会を考える」
情報化投資と労働生産性』（一般財団法人日本情報経済社会推進協会、2022年７月、p.11）。

37）�松崎裕子「企業アーカイブズを持続可能なものとする」日本アーカイブズ学会『アーカイブズ学
研究』21（2014年12月、pp.42-43）。
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続の記録として残す価値のあるものを明確にし重点を押さえることで、長い目で見れば企業の
生産性の向上が見込めるだろう。
　ただ企業は社会のためにも利益を追求する組織であるため、余程の理由がない限り売上に直
結しないアーカイブズ活動に注力しづらいことも想像に容易い。そこで発想を切り替え、外部
からの知見を取り込むことを提案する。
　日々知の蓄積されている研究組織と、多様な実践に溢れるが利活用までは確立されていない
企業という２つの立場がある。双方の課題や目指すべき理想像に共通点も多い38）。そういった
産学連携という形で大学や各種研究機関と企業が協働し、直面するＤＸ実現の壁に立ち向かっ
ていくことができるのではないだろうか。また連携体制が構築されることによりアーカイブズ
専門職の門戸は企業に広がり、また企業としても、アーカイブズを体系的に学んだ人材がその
知見を活かしサービスの付加価値を創出する効果を期待できる。アーカイブズ分野における理
論と実務の相互発展が日本社会の発展そのものであるという証明を、アーカイブズ研究を志す
身として責務と捉え時間をかけて取り組んでいく所存である。
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